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老人保健施設が老人医療費に与える影響について
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緒 言

国際的 に他 に例 を見 な い急速 な少子 ・高齢社

会 の到 来 は,近 い将来我 が 国に とって重 大 な社

会 問題 とな るこ とが指摘 されて い る1).年々増大

す る老 人医療 費へ の対策 も重要 な課題 であ り,

適切 な節減 効 果 を図 るため,保 健 ・医療 ・福祉

の幅 広 いニー ズ に対応 した施 策 が急 がれ る とこ

ろであ る2,3).

老 人保健 施 設 は,昭 和61年12月 の老 人保健 法

の改正 に よ り創 設 され,昭 和63年 度か ら本格 的

に運営 が 開始 され た.対 象 となるの は,病 状安

定期 に あ り治療 よ りもむ しろ看護 ・介 護や リハ

ビ リテー シ ョン を中心 とす る医療 ケア と生 活サ

ビス を必要 とす る高齢 者 で あ り,入 所 お よび

通所 サー ビスの提供 を通 じて 自立 を支 援 し,家

庭 復帰 を促 す こ とを目標 と して い る4).施設数 の

推 移 をみ る と,平 成2年10月 に全 国370ヶ 所 で あ

っ たのが,平 成8年10月 には1,517ヶ 所 と,急 速

に整備 が進 め られ,こ の6年 間 で入所 定員約10

万人分 が増 設 され た5).さ らに,平 成6年12月 に

策 定 され た新 ゴー ル ドプ ラン(高 齢者保 健福 祉

推 進十 か年 戦略 の見 直 し)で は,平 成11年 度末

まで に入所 定員28万 人 を整備 目標 と して いる6).

入院施 設 か ら在 宅療 養 への橋 渡 しの役 割 を担

うこの施 設 の存在 は,老 人医療 費 に与 える影響

とい う点で 注 目 され るが,そ の様 な観 点 か らの

研 究は ほ とん ど見 当た らな い7,8).そ こで本研 究

では,官 庁統 計 を用 い,横 断分 析 お よび 時系列

分 析 を試 み る こ とに よ り9),老人保 健施 設 が老 人

医療 費 に与 え る影 響 につ いて 明 らかに す る こ と

を 目的 とした.

対 象 と 方 法

本研 究 では,「 老 人医療 事業 年 報」(厚 生 省老

人保健福 祉 局)を 資料 に,老 人 医療費 に かか わ

る各都 道府 県別 デー タを用 いた.老 人医療 費 と

は,入 院診療 費,入 院外 診療 費,歯 科 診療 費,

薬 剤の 支給,食 事 療養 費,老 人保健 施 設療養 費,

老 人訪 問看 護 費,医 療 費の支 給等 の8項 目に分

け られ て い る.こ れ らの うち,薬 剤 の支給 とは

院 外の保 険 薬局 に おい て薬剤 の支 給 を受 け た場

合 に支 払 われ る費用,食 事療 養 費 とは入 院 中の

食事 の 費用,医 療 費の支 給等 とは補装 具 の支 給

や 柔道 整復 師 の施 術 等 を受 け た場 合 に支 払 われ

る費用 で あ り,老 人保 健 施設 療養 費 とは,入 所

と通所 につ い ての 費用 を合計 した.

老人 医療 費 の横 断的 お よび時 系列 的 な構 造分

析10)には,老 人医 療費 の都 道府 県格 差 に対 す る各

項 目の影響 の 強 さ を検 討 す るこ とに した.時 系

列分 析 を行 うにあ た っては,老 人保健 施 設が 本

格 的に運 営 を開始 して3年 目となる平 成2年 度,

新 ゴー ル ドプ ラ ン策 定前 年 の平 成5年 度,そ し

て さ らに3年 を経過 した平成8年 度 の デー タ を

用 いた.ま ず,平 成8年 度 につ い て,一 人 当 た

り老 人医療 費 を 目的変数 に,各 項 目につ い ての

人 当 た り費用 を説明変 数 と して重 回帰 分析 を

行 い各 項 目の老 人 医療 費へ の影響 の強 さを明 ら

か に したい と考 えた.一 人 当 た り入院 診療 費 と

食事療 養 費 とは0.961 (P=0.000)と い う高 い

相 関係 数 を有 してお り,多 重共 線性11)を考慮 して

後 者 を除外 し,7項 目を説 明変 数 として用 い た.

さ らに,各 年 度間 での 比較 を行 うため,平 成2

年 度 と平成5年 度 お よび平 成5年 度 と平成8年
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度について,各 両年度の一人当たり老人医療費

の差額を目的変数に,各 項目の差額を説明変数

として重回帰分析 を行った.食 事療養費および

老人訪問看護費はそれぞれ平成6年 度,平 成4

年度より独立した給付 として算定されているの

で,平成8年 度の入院診療費に前者の医科分を,

歯科診療費に歯科分を加算し,後 者については

平成5年 度分を平成2年 度との差額とすること

で調整 した.食 事療養費以外の各項目は,そ れ

ぞれ別個の内容を持っているので,重 回帰分析

は強制投入法を用いて行った.な お,老 人医療

費各項目の年間一人当たり費用について年度別

に平均値と標準偏差,最 大値と最小値を表1に

示す.

表1　 老人医療費各項 目の年間一人 当た り費用

(平成2年 度,5年 度,8年 度; N=47)

単位:円

入院施設利用に対する老人保健施設の影響を

検討するため,平 成2年 度 と平成5年 度および

平成5年 度と平成8年 度について時系列分析を

行った.入 院施設利用にかかわる指標 として,

入院受診率および一件当た り入院 日数 を用

い12～14),それらの各年度間の変化率と老人医療

受給対象者10万人当たりの老人保健施設入所定

員数の変化率との相関係数を算出した.各 年度

間の変化率は,平 成5年 度の数値から平成2年

度の数値を引き算し,平 成2年 度の数値で除す



老人保健施設と老人医療費　 41

こ とに よ り,ま た,平 成8年 度 の数 値か ら平 成

5年 度の数 値 を引 き算 し,平 成5年 度の 数値 で

除 して求 め た.各 都 道 府 県別 の老 人保 健 施設 入

所定 員数 は,地 域 医療 基礎統 計(厚 生 統計 協会)

の デー タ を用 い た.な お,入 院受 診率,一 件 当

た り入院 日数 と老 人保健 施 設入所 定 員数 につ い

て年 度別 に平均 値 と標 準偏差,最 大値 と最小値

を表2に 示す.

これ らの統計解 析 には,統 計パ ッケー ジSPSS

 7.5 J windows版 を使 用 した.

表2　 入院受診率,一 件当た り入院 日数 と老人保健施 設入所定員数

(平成2年 度,5年 度,8年 度; N=47)

1) 入院受診率 とは100人 当たり入院件数

2) 入所定員数 は老人医療受給対象者10万 人当た り

結 果

平成8年 度の一人当たり老人医療費について

重回帰分析を行った結果は表3に 示す如 く,老

人医療費の都道府県格差に最も強く影響してい

たのは,一 人当たり入院診療費であった.

人当たり老人医療費の平成2年 度と平成5

年度の差額について重回帰分析を行った結果は

表4に 示す如 く,老 人保健施設療養費は老人医

療費差額の都道府県格差と正の相関関係にあり,

入院診療費に次いで強い影響を与えていた.

人当たり老人医療費の平成5年 度 と平成8

年度の差額について重回帰分析を行った結果は

表5に 示す如 く,老 人保健施設療養費は老人医

療費差額の格差と正の相関関係にあるものの,

その影響の強さは平成2年 度から平成5年 度ま

での差額よりも減少していた.

表3　 一人当た り老人医療 費の重回帰分析

(平成8年 度; N=47)

調 整 済 み 決定 係 数: 0.999 P=0.000

表4　 一 人当た り老人医療費差額の重回帰分析

(平成2年 度 と平成5年 度; N=47)

調 整 済 み 決定 係 数: 1.000 P=0.000
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平 成2年 度 と平成5年 度 お よび平成5年 度 と

平成8年 度 につ い て,入 院受 診率 お よび一 件 当

た り入院 日数 の 変化率 と老 人医療 受給 対象 者10

万 人当 た りの老 人保健 施 設入 所定 員数 の変化 率

との相 関 係数 は 表6に 示 す如 く,入 院受 診率 と

老 人保 健 施 設入所 定 員数 とは,各 年度 間 ともに

有意 な相 関 関係 は認 め られず,一 件 当た り入院

日数 と老 人保 健施 設 入所定 員数 とは,平 成5年

度か ら平 成8年 度 にお いて統 計学 的に有 意 な負

の相 関関係 を認 め た.

考 察

老 人 医療 費の地 域格 差 は以 前 よ り指摘 されて

お り,都 道 府 県別7,15～20),市町 村別8,12,21～23),二

次 医療 圏別13,24)に格差 の分析 が行 われ,医 療 費 と

関連 す る諸要 因 につ いて検 討 され て きた.平 成

8年 度の都 道府 県別 老 人医療 費 についてみる と,

年 間一 人 当 た りの格差 は,最 高の北 海道 が最低

の長 野県 の1.81倍 とな ってい る.本 研 究 で は重

回帰分 析 を行 って,医 療 費 を構 成す る各 項 目を

説 明変数 と して用 いる こ とに よ り,老 人医療 費

の都 道府 県格 差 に対す る老 人保健 施 設療 養 費の

影 響 の強 さを,横 断的 お よび時 系列 的 に検討 し

た い と考 え た.時 系列分 析 で は,年 度間 で比 較

可 能 なデー タ とす るため,新 たに追加 され た項

目につ いて は調整 を行 った.

平成8年 度 の国 民医療 費 は28兆5,210億 円 で,

前 年度 か らの 増加率 は5.8%で あ り,国民所 得 の

伸 び率0.1%を 大 き く上 回 って い る25).我が国 で

は医療 費 を国 民全体 で 負担す る国民皆 保 険制 度

が確 立 されて お り,医 療 費 の増大 を上 回 る国 民

所 得 の上昇 が得 られな くな る と,増 大 す る医療

費の 負担 をめ ぐって社 会 的 な批判 が高 ま るこ と

に なる26).同年度 の老 人 医療 費総 額 は9兆7,232

億 円 にのぼ り,国 民 医療 費 の34.1%を 占め,前

年 度か らの 増加率 は9.1%で あ り,老 人医療 の効

果 的 な提 供 と医療 費 の節 減が 求め られ て い る.

老 人医療 費 を項 目別 にみ る と,入 院診 療 費が4

兆2,314億 円,入 院外 診療 費が3兆6,789億 円 と

な って お り,両 者 を合 わせ る と総額 の80%を 超

え てい る.老 人保 健施 設療 養 費 は4,198億 円で,

その大 部分 は入所 費用 が 占め て いた.平 成8年

度 の一 人 当 た り老 人医療 費につ いての 重 回帰分

析 に よ り,都 道府 県格 差 に対 して最 も強 く影 響

して い るの は,一 人当 た り入 院診 療費 で あ るこ

と を 明 らか に し た.こ れ は 先 行 研 究 の 結

果7,8,10,15,19,23)とも一致 してお り,費用 額 では大差

の ない 入院外 診療 費の影響 の 強 さに比較 して大

き く上 回 ってい た.従 って,老 人 医療 費の 節減

効 果 を図 るため に は入院施 設 利用 の あ り方 を検

討す る必要 があ り20,21),入院 施 設か ら在 宅療 養へ

の橋 渡 しの役 割 を担 う老 人保健 施 設へ の期待 が

高 ま るこ とに な る.

表5　 一人当た り老人医療 費差額の重回帰分析

(平成5年 度 と平成8年 度; N=47)

調整 済 み 決定 係 数: 1.000 P=0.000

表6　 入院受診率,一 件 当た り入院 日数 と老人保健

施設入所定員数の相関係数(平 成2年 度 と平

成5年 度,平 成5年 度 と平成8年 度 の変化

率; N=47)

老 人保健 施 設療 養 費 の老 人 医療 費総 額 に 占め

る割合 は4.3%で あ り,入 院診 療費 と比 較 して約

10分 の1に 過 ぎな い.平 成8年 度 の重 回帰分 析

に よ って,都 道府 県格 差 に対 して正 の相関 関係

を有 してお り,そ の影 響 の強 さは入院 外診 療 費

に次 い でい た こ とは,老 人保 健施 設 が社会 的 な

期 待へ 対 応 し得 る可 能性 を示 唆 して い る と考 え

られ る.本 研 究 で算 出 した平 成8年 度 の都 道府

県別 老 人医療 受 給対 象者10万 人 当 た りの老 人保

健 施 設 入所定 員数 は最 大値 が2,914.3,最 小 値 が

262.0と,11.1倍 の格 差が 認め られ た.こ れ は,
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同年度の特別養護老人ホーム定員数の最大値と

最小値27)の格差である2.63倍と比較して大きく上

回っており,施 設の整備状況のばらつきによる

療養費の都道府県格差が大きく関与したため と

考えられる.

平成2年 度から平成5年 度までの老人医療費

差額についての重回帰分析の結果では,都 道府

県格差に対して老人保健施設療養費は正の相関

関係を有しており,そ の影響は入院外診療費よ

りも大きく,入 院診療費に次いでいた.施 設整

備の早い段階では,整 備状況のばらつきがより

大きいことや,入 院施設からの移行よりは新た

な需要を喚起した可能性が考えられる.平 成5

年度から平成8年 度までの差額についての分析

では,老 人医療費の都道府県格差に正の相関関

係を有しているものの,そ の影響の強さは平成

2年 度から平成5年 度までと比較 して減少して

いた.両 年度間についての分析で,老 人保健施

設療養費はいずれも老人医療費差額の格差に対

して正の相関関係にあるものの,新 ゴール ドプ

ラン策定後は施設数の増加が加速されており5),

整備状況の都道府県格差の縮少を反映し影響の

強さが鈍化 したと考えられ,新 たな需要への対

応も可能となり,入 院施設からの移行が進展し

たことを示唆していた.し かし,老 人保健施設

が老人医療費を引き下げる効果は認められなか

った.

入院施設利用に対する老人保健施設の影響に

ついて検討するために用いた入院受診率および

一件当たり入院日数と老人保健施設入所定員数

との関連を検討した結果では,一 件当たり入院

日数について,平 成5年 度から平成8年 度にお

いて統計学的に有意な負の相関関係が認められ,

老人保健施設が入院日数を短縮する可能性を示

唆していた.平 成8年 度における老人保健施設

入所定員数は,新 ゴール ドプランの整備目標の

約半数が達成されたに過ぎない段階でしかなく5),

施設整備の進展により入院日数を短縮する効果

が増大する可能性が考えられ,引 き続き経時的

に分析 してゆく必要がある.

本研究では老人保健施設への入所の老人医療

費への影響について検討 してきたが,通 所サー

ビスについての評価7)は今後の課題である.米国

で は長期 療養 を 目的 とした入所施 設 と してナ ー

シン グホー ムが整備 されてお り24,28,29),1990年に

お け るナ ー シ ング ホー ム の費用 は米 国国 民医 療

費 の7.9%を 占め てい る30).これ らナ ー シ ング ホ

ーム入所 の実 態31,32)や急性病 院(short-stay hos

pital)利 用 との関連33～35)につ いて の研 究 は我 が

国 の施 設 整備 の あ り方 を検討 す る上 で参 考 にす

べ きで あ るが,ナ ー シ ングホー ム につ いて はそ

の施設や サー ビス内容 の格 差が著 しく36)老人保健

施 設 とナ ー シ ング ホー ム とを一律 に比較 す る こ

とはで きな い.

老 人保 健施 設入 所者 の家庭 復 帰 を促 進 す る要

因 として家庭 介護 力が高 いこと37)や入所 以前に家

庭 で介護 を担 ってい た人 の半数 以上 が有 職者 で

あ った こ と38)が報 告 されてお り,これか らの社 会

施 設は地 域 に あって家 族 の絆 を強化 す るこ とを

も目的 とした整備 が必要 であ る26).高齢 社 会の進

展 に よ り,医 療 と福 祉 が一体 化 して効率 的 な ケ

ア を提供 す るこ とが求 め られ てお り,老 人保 健

施 設は在 宅 ケア を支援 す る中心 的 な施 設 として

の機 能が期 待 され る39).平成12年 度 か ら導入 され

る介護保 険制 度 に よ り,老 人保 健施 設療 養 費 は

医 療費 とは別個 の財 源 となるが40),老人 医療 費及

び老人 医療 の受 診 内容 に与 え る影響 が さ らに大

き くな ってゆ くと考 え られ,今 後 と も慎 重 に検

証 してゆ く必要 が あ る.

結 論

本研 究 の結果 は 以下 の2点 に集 約 で きる.

1. 老 人保 健施 設療 養 費は老 人 医療 費 と正の 相

関 を持 って増 大 して い るが,そ の影 響 の強 さ

は整 備 の進展 に伴 って減 少 しつつ あ る.

2. 老 人保 健施 設 の入所 定 員数 の増 大 は入院 受

診率 との関 連 は認め られ なか ったが,一 件 当

た り入 院 日数 の縮 少 に影響 を与 えて い た.
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The first Health Services Facility was started in 1988, to provide the elderly with medical 

care services in Japan. The facilities have encouraged home care and their numbers have been 

increasing rapidly.

In order to examine the effects of the facilities on medical expenditure for the elderly, 

cross-sectional and follow-up surveys were conducted with epidemiological analyses of the 

data from all 47 prefectures in 1990, 1993 and 1996.

Multiple regression models were performed using several costs that used medical expenditure 

for the elderly as the explanatory variables. Furthermore, correlation coefficients between the 

changes in admission rates, duration of hospitalization, and the change of the numbers of beds 

in the facilities were calculated.

The results are as follows.

1) There was a positive correlation between the cost of the facilities and medical expenditure 

for the elderly, but the effects have been decreasing with increased construction.

2) There was no relationship between the numbers of beds in the facilities and admission rate 

to the hospitals, but there was a correlation with the duration of hospitalization.


